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企業版ふるさと納税を活用した
脱炭素社会の推進

2024.2.19



長谷川 琢也
LINEヤフー株式会社 企業版ふるさと納税担当
Yahoo! JAPAN SDGs編集長
一般社団法人フィッシャーマン・ジャパン 事務局長
株式会社フィッシャーマン・ジャパン・マーケティング 取締役

1977年3月11日生まれ。
自分の誕生日に東日本大震災が起こり、思うところあってヤフー石巻
復興ベースを立ち上げ、石巻に移り住む。
被災地の農作物や海産物、東北の歴史が息づく伝統工芸品などをネッ
トで販売する「復興デパートメント（現エールマーケット ）」や、
漁業を「カッコよくて、稼げて、革新的」な新3K産業に変え、担い
手があとをたたないようにするために、地域や職種を超えた漁師集団
フィッシャーマン・ジャパンを立ち上げる。
漁業活性の活動は全国に波及し、北海道利尻島の漁師団体North 
Flaggers立ち上げ、福岡県北九州市の藍の鰆のブランディングなど
も手掛ける。

2021年、企業版ふるさと納税を活用した「地域カーボンニュートラ
ル促進プロジェクト」とSDGsメディア「Yahoo! JAPAN SDGs」編
集長に。
全国の社会起業家や自治体とのネットワークを広げ、石巻と全国を行
き来しながら脱炭素や再生可能エネルギーの普及などの取り組みを継
続中。



長谷川は

・企業のサラリーマン
・地域やSDGsを伝えるメディア担当
・地域の団体の経営
・国や行政の委託事業や補助事業の経験
・国や行政の委員
・自治体職員や議員、首長との交流

をやりながら、企業版ふるさと納税の担当をやって
います。
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高まる人口増加と気候変動対策への意識
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日本の動向













LINEヤフーの取り組み
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Yahoo! JAPAN 
地域カーボンニュートラル促進プロジェクト

脱炭素化を目指す地方公共団体に対し、企業版ふるさと納税を活用し
た支援をすることで、日本国内の脱炭素化の促進を目指す。
▷ 公募開始 2021年4月1日

再生可能エネルギー 炭素固定など

2021年1⽉21⽇ 発表

写真︓アフロ



Copyright (C) 2021 Yahoo Japan Corporation. All Rights Reserved.

なぜLINEヤフーが企業版ふるさと納税をするのか

• 2050年へ向けた国内の脱炭素化に貢献

• SDGsへの貢献
目標7 「エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」
目標13 「気候変動に具体的な対策を」
目標14  「海の豊かさを守ろう」
目標15    「陸の豊かさも守ろう」
目標17    「パートナーシップで目標を達成しよう」
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メールでの
申込

書類審査
オンライン
相談会

オンライン
最終プレゼン

内定

審査のプロセスとポイント

●審査のポイント

ü 脱炭素に対する直接的なインパクトがあるか

ü 独自性・地域性があるか

ü 横展開可能なモデルとなりうるか



お断りした例

・庁舎や行政系の建物の電球を全てLEDにしたい
・市長が乗る公用車をEVにしたい
・新しく建てる大きな建物にソーラーパネルをはりたい
・人口100人の町に10年かけて100億の建物を建てたい
・脱炭素について考えるコミュニティをつくりたい
・ゼロカーボンプランをコンサルに考えてもらうための
お金が欲しい
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2021年度・2022年度寄付先

北海道三笠市

宮城県

埼⽟県

神奈川県平塚市

三重県尾鷲市

新潟県

⼭梨県

⿅児島県⼤崎町

兵庫県神⼾市

⻑崎県五島市

⼭⼝県周南市

北海道下川町
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⾃治体名 取り組み内容 ⾦額（端数省略）

1 北海道三笠市 炭採掘跡へのCO2固定 1億円

2 宮城県 海岸防災林の適正管理
藻場造成 6,550万円

3 埼⽟県 中⼩企業向けCO2⾒える化事業 1,500万円

4 神奈川県平塚市 波⼒発電の商⽤化と漁船の電池推進船化
発電所周辺の藻場造成 5,400万円

5 新潟県 ⼀次産業による温室効果ガスの排出抑制・削減・吸収源対策 1,570万円

6 ⼭梨県 果樹園での⼟壌炭素固定 1,300万円

7 三重県尾鷲市 尾鷲ヒノキ市有林の若返り 5,700万円

8 ⿅児島県⼤崎町 リサイクル率No1の⼤崎システムの横展開 1億600万円

9 兵庫県神⼾市 ⽣物多様性の保全（森林・植物によるCO2吸収及び固定） 1,000万円

10 ⻑崎県五島市 藻場を活⽤したカーボンニュートラル促進事業 3,090万円

11 ⼭⼝県周南市 ⼤島⼲潟におけるブルーカーボン⽣態系の保全とCO2吸収量
の拡⼤ 300万円

12 北海道下川町 循環型森林経営事業の発展 1,000万円

2021年度・2022年度寄付先

再エネ発電

排出削減

吸収・固定

吸収・固定

吸収・固定

排出削減

吸収・固定

吸収・固定

排出削減

吸収・固定

吸収・固定

吸収・固定

吸収・固定
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事例1：埼玉県中小企業CO2削減対策見える化支援事業
ヤフー寄附金1,510万円

18

埼玉県は、国に先駆けて「目標設定型排出量取引制度」を独自に
導入しました（全国で埼玉県と東京都のみ）。これは、一定規模
以上の事業所（大規模事業所）にCO2排出上限の目標を設け、
自らの削減により目標を達成できない場合は、達成できた企業と
の排出量の取引により目標達成を行うものです。

これによって、基準となる排出量に対し、2018年度は29%を削
減でき、「目標設定型排出量取引制度」が本県の温暖化対策の事
業者向け対策の大きな柱となる施策であることを明らかにできま
した。

一方で、十分な削減ができていない事業所も存在します。特に中
小企業の削減状況が低い傾向があります。

そこで、埼玉県では「中小企業CO2削減対策見える化支援事
業」を実施し、取引制度対象の中小企業が、省エネに係る点検表
に回答することで、自らの省エネ対策の取組状況を確認すること
ができるようにします。県が回答結果を集計・分析して結果を
フィードバックし、他者との取組状況の比較し新たな対策につな
げていく狙いです。
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事例2：鹿児島県大崎町資源リサイクル率日本No.1の町が目指す「資源循環型の町」
ヤフー寄附金4,600万円

19

鹿児島県大崎町は、資源リサイクル率日本一を13回達成してい
る自治体。20年以上前から「焼却炉を使わない」ことを決め、
住民による27品目分別のリサイクル活動により、廃棄物の80%
以上を再資源化している。

現在は「サーキュラーヴィレッジ大崎町」という未来ヴィジョン
を描き、世界のモデルとなる循環型社会の構築に着手しており、
今後大崎町で生まれた取組を世界に展開していくことを目指して
いる。

＊既に大崎システムはインドネシアへの技術展開など、世界の廃
棄物問題の解決に貢献している。

初年度はGHG（温室効果ガス）排出量の数値化及び横展開のた
めのプログラム開発を実施。
研究者とともに大崎システムによるGHG排出量の数値化を図る
とともに、展開先複数エリアを選定し、実際に大崎システムの展
開に向けたプログラムを開発・実施していく。
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事例3：三重県尾鷲市 火力発電所撤去を契機に取り組む森・海づくり
事業費1.2億円（3か年）（ヤフー寄附金2,650万円（初年度全額））

20

「尾鷲ヒノキ林業」は、江戸時代、1624年に人口造林がはじめ
て行われた地として有名で、柱材としてのブランドを確立してき
た。また、尾鷲市有林は、全国の市町村のなかで一番早く森林国
際認証であるFSC認証を取得。世界的な林業の不当労働、違法伐
採を阻止し、合法性と生物多様性などの持続可能な林業に日本で
一番先に取り組み、実践してきた。
しかし、現在尾鷲ヒノキ林業はもとより、日本の林業は崩壊の危
機にある。林業が成立しないことは、国土保全にとって重大な危
機にもなる。放置されつつある森に手を入れることで森の若返り
=炭素吸収量増加につながり、切った木を燃やさず活用すること
で固定量増も目指し、体験や学習の場にもつなげることで、持続
可能、生物多様性、かつ、尾鷲ヒノキの歴史と伝統、誇りを次世
代につなぐ仕組みを構築していく。

※さらに尾鷲市の産業を60年間支えてきた中部電力火力発電所
が撤退。尾鷲市が、「日本の経済と環境の転換期の縮図」を示す
舞台となっていると言える。

森とつながる海の磯焼け対策も実施子どもたちの体験・学習の場にも



https://sdgs.yahoo.co.jp/



・地域カーボンニュートラル促進プロジェクトの事業もヤフーSDGsで紹介
・オンラインでの勉強会を実施し、アーカイブをYoutubeで配信



一般の人が知って
「おもしろい」「ためになる」「ビジネスにつながりそう」

というような気持ちになるプロジェクトかどうか
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経営視点で今すぐ企業版ふるさと納税を取り入れるべき3つの理由

24

Reason.1 Reason.2 Reason.3

カーボンニュートラルの

⼿段を地域連携のもと

増やすことができる

企業として税⾦をどう

社会価値に変えるべきか

意思表⽰ができる

機関投資家を

はじめ外部へのPRにも

なり得る
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ヤフー株式会社の企業版ふるさと納税を活⽤した、脱炭素起点の企業成⻑戦略

環境/地域課題
ヤフー
株式会社

⾃治体×
企業版ふるさと
納税制度

企業版ふるさと納税制度を通して「テコ」を創出

「テコ」で⽣み出せる⼒をより増加︕

まとめ

25

企業版ふるさと納税制度を活⽤して感じる２つのメリット

企業が実質負担する1割のコストより、
はるかに⼤きな社会的/経済的リターンがある

脱炭素に関する本質的な取り組みとして
ポートフォリオに加えることで、

多⾓的に取り組んでいることが伝えられる

メリット1 メリット2

企業のサステナビリティ戦略として、企業版ふるさと納税の制度を使わない⼿はない



・事業のデザインとプレゼンテーションが重要
→ 地域に、社会に良い効果を与えられるか
→ 企業側の気持ちになってみる。相手の事情を知る。
モノサシを知る。

→ 提案力

・間に入る人が重要
→ 間に入れるようになるか、間に入る人を見つける
→ お互い学びあう姿勢

・税金を使った事業の大事さ。サラリーマンが働いて
稼いだお金が寄付になるという大事さ。
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今後

写真︓アフロ

持続可能な社会への挑戦
sustainability


